
表４－１　週休制の形態

週休２日制 完 全 週 休 完全週休２日 そ の 他 の

２　日　制 よ り 多 い 週休２日制

63 18 45 20 3 22

28.6％ 71.4％ 31.7％ 4.8％ 34.9％ 

44.4％ 6.7％ 48.9％ 

29 5 24 4 1 19

17.2％ 82.8％ 13.8％ 3.4％ 65.5％ 

16.7％ 4.2％ 79.2％ 

9 0 9 7 1 1

0.0％ 100.0％ 77.8％ 11.1％ 11.1％ 

77.8％ 11.1％ 11.1％ 

17 3 14 1 2 11

17.6％ 82.4％ 5.9％ 11.8％ 64.7％ 

7.1％ 14.3％ 78.6％ 

43 10 33 9 5 19

23.3％ 76.7％ 20.9％ 11.6％ 44.2％ 

27.3％ 15.2％ 57.6％ 

20 0 20 18 2 0

0.0％ 100.0％ 90.0％ 10.0％ 0.0％ 

90.0％ 10.0％ 0.0％ 

9 0 9 4 1 4

0.0％ 100.0％ 44.4％ 11.1％ 44.4％ 

44.4％ 11.1％ 44.4％ 

18 2 16 12 1 3

11.1％ 88.9％ 66.7％ 5.6％ 16.7％ 

75.0％ 6.3％ 18.8％ 

20 7 13 4 1 8

35.0％ 65.0％ 20.0％ 5.0％ 40.0％ 

30.8％ 7.7％ 61.5％ 

3 1 2 0 1 1

33.3％ 66.7％ 0.0％ 33.3％ 33.3％ 

0.0％ 50.0％ 50.0％ 

26 0 26 18 1 7

0.0％ 100.0％ 69.2％ 3.8％ 26.9％ 

69.2％ 3.8％ 26.9％ 

77 14 63 28 11 24

18.2％ 81.8％ 36.4％ 14.3％ 31.2％ 

44.4％ 17.5％ 38.1％ 

46 3 43 19 7 17

6.5％ 93.5％ 41.3％ 15.2％ 37.0％ 

44.2％ 16.3％ 39.5％ 

380 63 317 144 37 136

16.6％ 83.4％ 37.9％ 9.7％ 35.8％ 

45.4％ 11.7％ 42.9％ 

週休２日制 完 全 週 休 完全週休２日 そ の 他 の

２　日　制 よ り 多 い 週休２日制

110 27 83 38 10 35

24.5％ 75.5％ 34.5％ 9.1％ 31.8％ 

45.8％ 12.0％ 42.2％ 

151 26 125 54 16 55

17.2％ 82.8％ 35.8％ 10.6％ 36.4％ 

43.2％ 12.8％ 44.0％ 

91 8 83 41 7 35

8.8％ 91.2％ 45.1％ 7.7％ 38.5％ 

49.4％ 8.4％ 42.2％ 

21 2 19 6 3 10

9.5％ 90.5％ 28.6％ 14.3％ 47.6％ 

31.6％ 15.8％ 52.6％ 

7 0 7 5 1 1

0.0％ 100.0％ 71.4％ 14.3％ 14.3％ 

71.4％ 14.3％ 14.3％ 

380 63 317 144 37 136

16.6％ 83.4％ 37.9％ 9.7％ 35.8％ 

45.4％ 11.7％ 42.9％ 

学術研究、
専門・技術
サービス業

生活関連
サービス業
娯  楽  業

教育、学習
支 援 業

週 休 制 の 形 態

不  動  産
物　　  品
賃  貸  業

卸　売　業
小　売　業

金　融　業
保　険　業

運　輸　業
郵  便  業

週休１日又は
１ 日 半 制

＜業種別＞

区 分

建　設　業

製　造　業

情報通信業

集 計 有 効
調 査 票 数

集 計 有 効
調 査 票 数 週休１日又は

１ 日 半 制

上　段：事業所数
中　段：集計有効調査票数に対する週休制の形態の割合
下　段：週休２日制の形態の構成比

計

５～９人

10～29人

30～99人

100～299人

医療、福祉

サービス業

区 分

300人以上

週 休 制 の 形 態

宿泊業
飲  食

サービス業

計

＜規模別＞
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表４－２　週休２日制実施の予定

　週休１日制・

１日半制の 週 休 ２ 日 制 実 施 週休２日制実施し

 事　業　所 する予定の事業所 １ 年 以 内 ３ 年 以 内 時 期 未 定 ない予定の事業所

18 11 0 0 11 7 0

61.1％ 38.9％ 0.0％ 

0.0％ 0.0％ 100.0％ 

5 4 0 0 4 1 0

80.0％ 20.0％ 0.0％ 

0.0％ 0.0％ 100.0％ 

0 0 0 0 0 0 0

--- --- ---

--- --- ---

3 1 0 0 1 2 0

33.3％ 66.7％ 0.0％ 

0.0％ 0.0％ 100.0％ 

10 4 1 0 3 6 0

40.0％ 60.0％ 0.0％ 

25.0％ 0.0％ 75.0％ 

0 0 0 0 0 0 0

--- --- ---

--- --- ---

0 0 0 0 0 0 0

--- --- ---

--- --- ---

2 1 0 0 1 1 0

50.0％ 50.0％ 0.0％ 

0.0％ 0.0％ 100.0％ 

7 2 1 0 1 5 0

28.6％ 71.4％ 0.0％ 

50.0％ 0.0％ 50.0％ 

1 0 0 0 0 1 0

0.0％ 100.0％ 0.0％ 

--- --- ---

0 0 0 0 0 0 0

--- --- ---

--- --- ---

14 5 0 0 5 9 0

35.7％ 64.3％ 0.0％ 

0.0％ 0.0％ 100.0％ 

3 1 0 0 1 2 0

33.3％ 66.7％ 0.0％ 

0.0％ 0.0％ 100.0％ 

63 29 2 0 27 34 0

46.0％ 54.0％ 0.0％ 

6.9％ 0.0％ 93.1％ 

　週休１日制・

１日半制の 週 休 ２ 日 制 実 施 週休２日制実施し

 事　業　所 する予定の事業所 １ 年 以 内 ３ 年 以 内 時 期 未 定 ない予定の事業所

27 11 1 0 10 16 0

40.7％ 59.3％ 0.0％ 

9.1％ 0.0％ 90.9％ 

26 11 1 0 10 15 0

42.3％ 57.7％ 0.0％ 

9.1％ 0.0％ 90.9％ 

8 5 0 0 5 3 0

62.5％ 37.5％ 0.0％ 

0.0％ 0.0％ 100.0％ 

2 2 0 0 2 0 0

100.0％ 0.0％ 0.0％ 

0.0％ 0.0％ 100.0％ 

0 0 0 0 0 0 0

--- --- ---

--- --- ---

63 29 2 0 27 34 0

46.0％ 54.0％ 0.0％ 

6.9％ 0.0％ 93.1％ 

300人以上

計

５～９人

10～29人

30～99人

100～299人

実 施 時 期
無 回 答

情報通信業

運　輸　業
郵　便　業

卸　売　業
小　売　業

金　融　業
保　険　業

計

区 分

＜規模別＞

宿　泊　業
飲　　　食
サービス業

不動産業
物品賃貸業

学術研究、
専門・技術
サービス業

生活関連
サービス業

娯楽業

教育、学習
支　援　業

医療、福祉

サービス業

＜業種別＞

製　造　業

上　段：事業所数
中　段：週休２日制未実施事業所に対する実施予定の割合
下　段：実施する予定の事業所に対する実施時期の割合

無 回 答
実 施 時 期区 分

建　設　業
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集 計 有 効 平均付与日数（Ａ） 平 均 取 得 率

調 査 票 数 （繰り越し分を除く） Ｂ／Ａ（％）

建 設 業 57 14.2 8.2 57.7％ 

製 造 業 27 14.9 9.7 65.1％ 

情 報 通 信 業 9 16.4 9.1 55.5％ 

運 輸 業 ・ 郵 便 業 17 14.2 8.4 59.2％ 

卸 売 業 、 小 売 業 39 13.1 7.3 55.7％ 

金 融 業 、 保 険 業 21 15.8 8.8 55.7％ 

不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業 9 15.4 10.1 65.6％ 

16 16.1 10.2 63.4％ 

17 12.8 8.3 64.8％ 

生活関連サービス業、娯楽業 3 14.7 7.0 47.6％ 

教育、学習支援業 24 15.8 11.2 70.9％ 

医 療 、 福 祉 73 15.4 10.6 68.8％ 

サ ー ビ ス 業 42 14.3 8.2 57.3％ 

計 354 14.7 9.1 61.9％ 

集 計 有 効 平均付与日数（Ａ） 平 均 取 得 率

調 査 票 数 （繰り越し分を除く） Ｂ／Ａ（％）

５ ～ ９ 人 97 13.6 8.1 59.6％ 

10 ～ 29 人 143 14.5 9.0 62.1％ 

30 ～ 99 人 86 15.8 10.0 63.3％ 

100 ～ 299 人 21 16.3 10.6 65.0％ 

300 人 以 上 7 17.3 11.3 65.3％ 

計 354 14.7 9.1 61.9％ 

表４－３　年次有給休暇の取得状況

区 分 平均取得日数（Ｂ）

＜業種別＞

区 分 平均取得日数（Ｂ）

＜規模別＞

学 術 研 究
専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

宿泊業、飲食サービス業

－55－



表４－４　年次有給休暇取得促進措置状況

集 計 有 効 実 施 し た 実施しなか 今 後 実 施

調 査 票 数 事  業  所 計 画 書 の 事業所での 管理者等の 時間単位等 残余日数の った事業所 予定事業所

提　　　出 一 斉 付 与 率 先 取 得 分 割 付 与 本人提示等

62 38 2 21 7 17 22 2 30 7 18 6

61.3％ 29.0％ 9.7％ 

5.3％ 55.3％ 18.4％ 44.7％ 57.9％ 5.3％ 78.9％ 18.4％ 

29 17 4 8 1 6 12 0 16 1 7 5

58.6％ 24.1％ 17.2％ 

23.5％ 47.1％ 5.9％ 35.3％ 70.6％ 0.0％ 94.1％ 5.9％ 

9 8 1 0 1 5 6 2 6 1 1 0

88.9％ 11.1％ 0.0％ 

12.5％ 0.0％ 12.5％ 62.5％ 75.0％ 25.0％ 75.0％ 12.5％ 

17 12 1 3 0 4 10 0 11 1 2 3

70.6％ 11.8％ 17.6％ 

8.3％ 25.0％ 0.0％ 33.3％ 83.3％ 0.0％ 91.7％ 8.3％ 

43 22 5 5 2 5 16 1 22 0 13 8

51.2％ 30.2％ 18.6％ 

22.7％ 22.7％ 9.1％ 22.7％ 72.7％ 4.5％ 100.0％ 0.0％ 

21 14 2 2 1 6 8 0 14 0 5 2

66.7％ 23.8％ 9.5％ 

14.3％ 14.3％ 7.1％ 42.9％ 57.1％ 0.0％ 100.0％ 0.0％ 

9 7 1 1 2 2 4 0 7 0 0 2

77.8％ 0.0％ 22.2％ 

14.3％ 14.3％ 28.6％ 28.6％ 57.1％ 0.0％ 100.0％ 0.0％ 

18 16 3 5 5 8 10 1 16 0 2 0

88.9％ 11.1％ 0.0％ 

18.8％ 31.3％ 31.3％ 50.0％ 62.5％ 6.3％ 100.0％ 0.0％ 

20 7 0 1 1 3 5 0 7 0 6 7

35.0％ 30.0％ 35.0％ 

0.0％ 14.3％ 14.3％ 42.9％ 71.4％ 0.0％ 100.0％ 0.0％ 

3 1 1 0 1 1 0 0 1 0 0 2

33.3％ 0.0％ 66.7％ 

100.0％ 0.0％ 100.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 0.0％ 

26 18 2 3 1 8 12 2 15 2 8 0

69.2％ 30.8％ 0.0％ 

11.1％ 16.7％ 5.6％ 44.4％ 66.7％ 11.1％ 83.3％ 11.1％ 

76 50 7 9 7 31 36 3 41 7 23 3

65.8％ 30.3％ 3.9％ 

14.0％ 18.0％ 14.0％ 62.0％ 72.0％ 6.0％ 82.0％ 14.0％ 

46 22 3 5 4 10 17 0 19 2 16 8

47.8％ 34.8％ 17.4％ 

13.6％ 22.7％ 18.2％ 45.5％ 77.3％ 0.0％ 86.4％ 9.1％ 

379 232 32 63 33 106 158 11 205 21 101 46

61.2％ 26.6％ 12.1％ 

13.8％ 27.2％ 14.2％ 45.7％ 68.1％ 4.7％ 88.4％ 9.1％ 

集 計 有 効 実 施 し た 実施しなか 今 後 実 施

調 査 票 数 事  業  所 計 画 書 の 事業所での 管理者等の 時間単位等 残余日数の った事業所 予定事業所

提　　　出 一 斉 付 与 率 先 取 得 分 割 付 与 本人提示等

109 50 5 17 7 21 32 2 43 6 42 17

45.9％ 38.5％ 15.6％ 

10.0％ 34.0％ 14.0％ 42.0％ 64.0％ 4.0％ 86.0％ 12.0％ 

151 101 12 24 13 45 69 6 89 10 29 21

66.9％ 19.2％ 13.9％ 

11.9％ 23.8％ 12.9％ 44.6％ 68.3％ 5.9％ 88.1％ 9.9％ 

91 58 9 17 8 29 38 3 54 4 26 7

63.7％ 28.6％ 7.7％ 

15.5％ 29.3％ 13.8％ 50.0％ 65.5％ 5.2％ 93.1％ 6.9％ 

21 18 4 3 5 7 14 0 15 1 3 0

85.7％ 14.3％ 0.0％ 

22.2％ 16.7％ 27.8％ 38.9％ 77.8％ 0.0％ 83.3％ 5.6％ 

7 5 2 2 0 4 5 0 4 0 1 1

71.4％ 14.3％ 14.3％ 

40.0％ 40.0％ 0.0％ 80.0％ 100.0％ 0.0％ 80.0％ 0.0％ 

379 232 32 63 33 106 158 11 205 21 101 46

61.2％ 26.6％ 12.1％ 

13.8％ 27.2％ 14.2％ 45.7％ 68.1％ 4.7％ 88.4％ 9.1％ 

上がった
事業所

上がらな
かった
事業所

実施して取得率が

実施して取得率が

上　段：事業所数
中　段：集計有効調査票数に対する年休取得促進措置実施（有・無・予定）事業所の割合
下　段：年休取得促進措置実施事業所に対する年休取得促進方法の割合、又は効果事業所の割合

＜業種別＞

区 分

区 分

学術研究
専門・技術
サービス業

年 休 取 得 促 進 方 法 （ 複 数 回 答 可 ）

建　設　業

製　造　業

情報通信業

運　輸　業
郵　便　業

そ　の　他

年 休 取 得 促 進 方 法 （ 複 数 回 答 可 ）

サービス業

そ　の　他

上がった
事業所

上がらな
かった
事業所

計

10～29人

30～99人

100～299人

300人以上

５～９人

卸　売　業
小　売　業

計

＜規模別＞

医療、福祉

不動産業
物品賃貸業

金　融　業
保　険　業

教育、学習
支　援　業

宿泊業
飲　食

サービス業

生活関連
サービス業
娯　楽　業
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表４－５　　年次有給休暇取得促進を図る上での課題

集計有効

回答数

131 32 22 10 24 18 18 7

24.4％ 16.8％ 7.6％ 18.3％ 13.7％ 13.7％ 5.3％ 

60 16 13 7 9 4 10 1

26.7％ 21.7％ 11.7％ 15.0％ 6.7％ 16.7％ 1.7％ 

29 5 4 2 6 5 7 0

17.2％ 13.8％ 6.9％ 20.7％ 17.2％ 24.1％ 0.0％ 

43 13 7 3 4 6 10 0

30.2％ 16.3％ 7.0％ 9.3％ 14.0％ 23.3％ 0.0％ 

81 21 13 4 18 13 11 1

25.9％ 16.0％ 4.9％ 22.2％ 16.0％ 13.6％ 1.2％ 

40 7 5 5 9 5 9 0

17.5％ 12.5％ 12.5％ 22.5％ 12.5％ 22.5％ 0.0％ 

19 1 5 2 3 3 5 0

5.3％ 26.3％ 10.5％ 15.8％ 15.8％ 26.3％ 0.0％ 

51 7 11 5 10 7 10 1

13.7％ 21.6％ 9.8％ 19.6％ 13.7％ 19.6％ 2.0％ 

43 16 6 1 7 7 5 1

37.2％ 14.0％ 2.3％ 16.3％ 16.3％ 11.6％ 2.3％ 

11 2 1 1 2 2 3 0

18.2％ 9.1％ 9.1％ 18.2％ 18.2％ 27.3％ 0.0％ 

70 18 12 5 14 10 11 0

25.7％ 17.1％ 7.1％ 20.0％ 14.3％ 15.7％ 0.0％ 

157 51 33 14 24 16 18 1

32.5％ 21.0％ 8.9％ 15.3％ 10.2％ 11.5％ 0.6％ 

89 28 14 6 14 10 16 1

31.5％ 15.7％ 6.7％ 15.7％ 11.2％ 18.0％ 1.1％ 

824 217 146 65 144 106 133 13

26.3％ 17.7％ 7.9％ 17.5％ 12.9％ 16.1％ 1.6％ 

集計有効

回答数

196 61 28 17 37 22 30 1

31.1％ 14.3％ 8.7％ 18.9％ 11.2％ 15.3％ 0.5％ 

320 82 62 23 58 38 49 8

25.6％ 19.4％ 7.2％ 18.1％ 11.9％ 15.3％ 2.5％ 

229 59 41 17 37 35 36 4

25.8％ 17.9％ 7.4％ 16.2％ 15.3％ 15.7％ 1.7％ 

54 11 9 5 8 8 13 0

20.4％ 16.7％ 9.3％ 14.8％ 14.8％ 24.1％ 0.0％ 

25 4 6 3 4 3 5 0

16.0％ 24.0％ 12.0％ 16.0％ 12.0％ 20.0％ 0.0％ 

824 217 146 65 144 106 133 13

26.3％ 17.7％ 7.9％ 17.5％ 12.9％ 16.1％ 1.6％ 

上　段：回答数
下　段：実施した事業所に対する実施した方法の割合＜業種別＞

区 分

年次有給休暇取得促進を図る上での課題

1　代替要員の
確保

2　職場の雰囲気
作り

3　取得しやすい
制度の導入

4　計画的な取得
の呼び掛け

5　管理職からの
積極的な働き掛け

6　業務の分散

教育学習
支 援 業

7　その他

建　設　業

製　造　業

情報通信業

運　輸　業
郵　便　業

卸　売　業
小　売　業

金　融　業
保　険　業

不動産業
物品賃貸業

学術研究、
専門・技術
サービス業

宿泊業、飲食
サービス業

生活関連
サービス業

娯楽業

7　その他

５～９人

10～29人

30～99人

医療、福祉

サービス業

計

＜規模別＞

区 分

年次有給休暇取得促進を図る上での課題

1　代替要員の確
保

2　職場の雰囲気
作り

3　取得しやすい
制度の導入

4　計画的な取得
の呼び掛け

100～299人

300人以上

計

5　管理職からの
積極的な働き掛け

6　業務の分散
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